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●第２回富田林市地域福祉推進委員会 議事録（概要） 
 

１．開 催 日 時 … 令和５年２月１０日（1３時３０分～1５時３０分） 

２．開 催 場 所 … 全員協議会室 

３．参加予定者 … 委員（11名）、事務局（増進型地域福祉課） 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

１.はじめに 

●委員紹介 

民生委員児童委員の一斉改選に伴い、竹井委員の後任として芝本委員（富田

林市民生委員児童委員協議会会長）が就任。 

※芝本委員の任期は、竹井委員の残任期間の令和５年２月１５日まで。 

 

●資料確認 

・次第 

・富田林市地域福祉推進委員会委員名簿 

・資料 1-１ 重点施策評価シート ＊重点施策１（修正案） 

・資料 1-２ 校区交流会議まとめシート（案） 

・資料 1-3  重点施策評価シート ＊重点施策２（修正案） 

・資料 2-1  ＜重点施策１＞地域の理想の実現に向けた取組への支援 

・資料 2-２ 令和４年度校区交流会議・校区プログラム開催状況 

・資料３-１ ＜重点施策２＞地域とともに創る重層的な相談支援体制 

・資料３-２ 2022年度 なんでも相談会開催実績 

 

●会議成立要件の確認 

委員数１７名中１１名の出席があり委員会設置要綱第４条の規定（過半数の

出席で成立）を満たし、会議は成立。 

  

●会議の公開について 

本日の議題、「第 4期地域福祉計画の評価について」及び「重点施策の進捗

状況」は会議の非公開事由には該当しないとして、公開を提案し、委員長の

了承を得る。 

⇒傍聴希望者なし。 

 

２．議題 

●第 4期地域福祉計画の評価について（修正案） 

本日は、第２回の会議ということで、第４期地域福祉計画の、特に重点施策の取り

組み状況について、忌憚のないご意見をいただき、さらに良い取り組みにしていきた

い。 

次第に従い、第 4期地域福祉計画の評価について、まずは事務局に説明を求め

る。 

 

☞資料 1-1 説明 
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事務局 

第１回委員会において提案した、地域福祉計画の重点施策評価シートについて、

委員会の中で「校区交流会議についてはその校区で評価するべき」という意見をい

ただいた。これを受け、事務局として改めて評価方法について検討し、特に重点施策

１「地域の理想の実現に向けた取組みへの支援」について、その指標の設定を見直

したので説明させていただく。 

 

■量的評価の見直し 

前回の評価指標としていた「校区交流会議の開催数」「校区プログラム数」につ

いては、一概に回数の多寡で評価できるものではなく、また、地域が主体となり開催

するものについて、市が予定数を掲げる点に疑問が生じたことから、評価指標ではな

く参考数値としたい。 

その上で、量的評価の指標として、以下の３項目を設定する。 

①校区交流会議参加者数（実人数） 

  ➡より多くの地域住民に参加していただくことで、より幅広い地域課題が見えて 

    くるという観点から延人数ではなく、実人数としての参加者数を設定した。 

②校区担当職員の参加率 

  ➡校区担当職員がより参加しやすい環境づくりの検討も含め、参加率１００％を

目標数値として設定した。 

③広聴活動報告数 

  ➡校区担当職員の役割として、校区交流会議の中で出された意見や要望を行

政につないでいく広聴活動があり、その項目数がこれに当たる。各校区で活

発な議論が進むことで、多くのご意見やご要望も生まれることが想定され、そ

れらを市の「校区担当連携調整会議」や「増進型地域福祉推進会議」にお

いて解決していくことで、地域の理想の実現に近づけたいと考え設定した。 

 

■質的評価 

校区ごとに「校区交流会議まとめシート（資料 1-2）」を作成し、各校区の取り組

み状況を確認しながら、数値では測れない効果等を中心に記載する。各校区のまと

めシート（案）は社会福祉協議会より説明していただく。 

 

☞資料 1-2 説明 

重点施策１の質的評価として、校区交流会議での意見を活用することを検討し て

いる。 

第４期地域福祉計画策定時に実施した市民意識調査のうち５項目（交流・参加・

周知・対話・安心）を、校区交流会議に参加しているメンバーに対して改めて実施し、

結果を比較することで校区毎の意識変化を見たい。全く同じ前提の調査とは言えな

いが、一定の評価につながると考えている。ほかには、会議の取り組みについての意

見等を自由に記載できるようにしている。 

なお、各校区共通のシートとすることで、統一した評価ができると考えており、この

まとめシートは地域福祉活動計画における評価指標としても活動していきたい。 

 

☞資料 1-1 説明（つづき） 
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事務局 

■地域福祉推進委員会意見 

  量的評価、質的評価を記載したシートは最終的に本委員会において確認してい

ただき、委員会から挙げられた意見等を地域福祉推進委員会意見欄にまとめて

記載し、完成とする予定。 

 

☞資料 1-３説明 

資料１－３は重点施策２「地域とともに創る重層的な相談支援体制」の評価シート

（修正案）となるが、重点施策２は主に行政が主体となって取り組んでいく施策とな

ることから、評価指標に変更ななく、レイアウトのみを重点施策１同様に変更した。 

 

本日お示した評価シートは、令和 4年度終了後に最終的な数値や文言等を入力

し、令和５年度の第１回本委員会において、個別施策の評価と併せて確認していただ

く予定としている。そして、地域福祉推進委員会意見を含むすべての評価が終了した

シートは、ウェブサイト等を通じて広く市民に公表していく予定としている。 

 

少し補足すると、事務局からの説明は、重点施策１、２の評価方法を修正したいと

いうもの。重点施策１は具体的に言えば、校区交流会議の進捗状況で、その評価指

標を会議やプログラムの回数にするのはわかりやすいが、単に「何か実践すればい

い」ということにもなりかねない。プログラムを実施すること自体が目的ではなく、「プ

ログラムを通してどんな地域になったか」「行政の担当者がどれだけ関わったか」と

いった過程を評価したいというのが修正の主旨。 

そのうえで、事務局には資料１－１、③「広聴活動報告数」の実績数として計上し

ている「１６」の、その内容について簡単に例示してもらいたい。 

 

校区プログラムで実施したフォトコンテストの写真募集について、市広報誌への掲

載や、市アプリを活用した応募等、周知に関する相談や会議の運営経費にかかる要

望等があげられている。 

 

校区だけで全部完結してくださいということではなく、行政が支援できる辺りを含

めて、広聴活動を行っているという内容だと思う。 

資料１－１の修正案は、各校区の評価も含めて評価するというもので、丁寧な感じ

がしているが、事務局から提案のあった評価シートの修正案について、ご意見・ご質

問をどうぞ。 

 

市の取り組み状況として、「広報に校区交流会議の特集記事を掲載」とあるが、ま

だまだ校区交流会議のことを知らない市民が多い。自分の校区では、高齢者か関係

団体ばかりが参加しており、ＰＴＡや若い世代にも参加して欲しい。 

また、校区担当職員は、参加はしていても発言はなく、殆ど社協が進行している状

況であり、その役割に疑問を感じている。今後どのように広めていけば皆さんに支持

してもらえる校区交流会議になるのか聞かせてもらいたい。 

 

市としても校区交流会議の周知については課題であると認識している。市の広報
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誌に校区交流会議の特集記事を掲載したり、ウェブサイトで各校区の取り組み状況

を掲載しているが、今後も広く市民に知ってもらえる方策を考えていきたい。 

校区担当職員に対するご意見については、会議等を通じて、職員に伝えていきた

いと考えているが、評価という点では、参加率という数値では測れない部分となること

から、担当職員へ望む意見としても挙げていただきたい。 

 

ＰＴＡや教育委員会と校区交流会議との関係はどうなっているのか。 

 

すべての校区ではないが、ＰＴＡが参加している校区もある。どういった参加者が必

要かは校区によって異なる。若い世代、ＰＴＡが必要だと考えている校区については、

是非とも校区交流会議でも声をあげてもらい、どうすれば参加してもらえるのかとい

う点についても話し合っていきたいと思う。 

 

最初の基本方針では、校区交流会議では参加者の意見に対して、否定せずに受

け止めるということだったが、自分が参加している校区では、意見を出すと駄目出しさ

れ、最初のルールが周知されていないと感じている。ようやくプログラムが実施できそ

うだが、いろんな意見が出ても結局はまとまっていない印象。 

 

会議の進捗が見えにくいという意見だと思う。 

資料１－２については、細かい部分は事務局と私の方で少し検討を加えるというこ

とで、資料１－１、１－２の基本的な方向としては了解いただけるだろうか。 

 

評価の方法について、数値に表せるものは評価しやすいが、ここに示されている質

的評価を取り入れていくかが重要だと思う。数値に測れない評価は難しいが、向上さ

せていくことが望ましい。 

私も校区交流会議に参加しているが、ほとんどが若手のメンバーで、子育て支援

や子ども食堂への意見が出ている。 

 

校区交流会議が非常に多様だということがわかったし、何か一つの形をめざすと

いうよりは、その地域なりの特性が反映されるものとなれば良いと思う。 

「うちの校区はこういうのをこだわっていく」「これをやってみたらもっと良くなる」と

いった意見が各校区で出てくると非常に面白い。「こういうふうになったらいいな」と

いう、地域の理想のイメージが少し見えてきたのではないかと思う。 

 

この評価シートの修正案について、よろしいか。 

➡意義なし 

 

 

 

 

委員長 

 

●（２）重点施策の取り組み状況について 

＜重点施策１＞ 「地域の理想の実現に向けた取り組みへの支援」 

 

まずは事務局及び社協より説明を求める。 
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☞資料 2-1 説明 

Ｐ１ 

まずは、重点施策１「地域の理想の実現に向けた取組への支援」について

報告させていただく。 

 

Ｐ２ 

重点１の取り組みとして、 

①校区交流会議の開催支援（社協） 

②校区担当職員事業の実施（市） 

③校区担当連携調整会議の開催（市） 

④増進型地域福祉推進会議の開催（市） 

この４つの取り組みが円滑に進められていくことが重要である。 

 

Ｐ３ 

①校区交流会議の開催状況について、事務局である社会福祉協議会より説明さ

せていただく。 

 

☞資料 2-2 説明 

資料は、令和５年１月末時点の全１６校区の校区交流会議の開催状況を示したも

のであり、全校区で合計７２回、延べ９６７名が参加して開催された。年度が終了する

３月までには、さらに増える見込みである。なお、校区プログラムについては、５校区で

実践された。昨年度の開催状況（会議回数４９回、プログラム数２回）に比べると回

数も増加し、地域の皆様の関心の高さや本気度を実感している。 

 今後も社協として、各校区のニーズに沿った福祉のまちづくりを地域主体で創りあ

げれるよう、校区担当、ＳＶ、コーディネーターが協力しながら取り組んでいきたい。 

 

Ｐ４ 

②校区担当職員の校区交流会議への参加状況 

グラフは年度別の校区担当職員の校区交流会議への参加状況を示したもの。 

令和５年１月末時点で、７２回開催された校区交流会議のうち、担当職員の参加

は６５回、参加率は９０．３％である。昨年度実績（会議：４９回、担当職員の参加：２９

回、参加率：５９．１％）に比べると参加率は上がっているが、当然１００％をめざすべき

と認識している。 

現在、校区担当職員は 1班管理職２名体制で運営しており、やむを得ず参加でき

ない場合は、増進型地域福祉課職員が参加する等、行政職員が全く不参加とならな

いよう努めている。 

 

Ｐ５ 

②校区担当職員の地域課題の共有状況 

校区担当職員の役割である、広聴活動（要望・相談等）の状況について、令和５年

１月末時点で、８小学校区で計１６件の要望や相談を受けた。 

 主な対応としては以下のとおりであった 
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（１）広報誌への掲載、情報発信 ３件 

（２）避難所備品リスト、地図データ等の資料提供 ５件   

（３）市関係課への照会・調整 ５件 

（４）会議運営の経費 ３件 

校区交流会議の際の飲料水や運営経費を求める意見があったが、これに対して

は市として、飲料水については市の備蓄水を確保し、会議運営経費については予算

措置含め、検討している。 

 

Ｐ６ 

③校区担当連携調整会議の開催状況 

校区担当職員同士の情報共有や意見交換等を目的とした会議で、今年度は概ね

３か月に１回、計４回開催した。また、第２回目以降は、社協職員も参加し、校区担当

職員との率直な意見交換を実施した。 

  校区交流会議や校区プログラムの進捗状況、地域課題の共有を図るほか、今年

度は活発に校区交流会議が開催される状況下での校区担当職員制度の円滑な運

営に向けた意見交換も行った。 

  校区担当職員からは、「会議を重ねるうちに地域の方とも顔の見える関係ができ

て楽しく参加している」「任期中は担当校区を変えないで欲しい」「業務と重なり参

加できず、迷いの気持ちがある」といった声が出ており、今後、選任方法や任期等に

ついても再検討が必要と考えている。 

 

Ｐ７ 

④増進型地域福祉推進会議の開催状況 

市長、副市長、教育長及び全部局長で構成され、全庁的な増進型地域福祉の推

進に関する情報共有や課題解決に向けた施策の検討を行う会議であるが、令和４

年１１月に初めて開催し、現状の校区交流会議の開催状況や運営経費に関する地

域からの意見、校区担当職員制度における任期や選任方法の課題等について報告

を行った。 

今後も増進型地域福祉を推進していくうえで、市全体として対応すべき課題につ

いては、本会議を開催していきたい。 

 

Ｐ８ 

重点施策１全体として、コロナ禍にも関わらず、今年度は全校区で校区交流会議

が活発に開催されているが、数というよりは会議を重ねていくその過程に大きな意義

があると認識している。 

一方で、様々な課題も生じており、校区交流会議をより良いものとしていくため、基

本的には会議内での解決をめざしていただきながらも、行政として取り組むべき点は

しっかりと対応してきたい。 

最後に、本年１月より本市で新たに開設した「地域総合拠点（みなよる）」につい

て情報提供させていただく。 

地域総合拠点は学校教育施設の教室を広く地域開放し、学校・地域・行政が連

携、協働しながら地域の交流を図り、地域が抱える課題の解決に寄与することを目
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的としている。令和４年度は富田林小、久野喜台小、寺池台小、向陽台小、彩和学園

（明治池中）の５校で開設されており、すでに校区交流会議の場として利用できるよ

う手続きしており、今後も活発な活動をめざしていく。 

 

まず、重点施策１「地域の理想の実現に向けた取り組みへの支援」がなぜ、重点

施策なのかを確認しておく。この計画は増進型地域福祉をメインテーマとして策定し

ており、それを実現する方法の一つとして「校区交流会議」を掲げている。 

地域福祉は「行政が作って、市民が利用する」という単純なものではなく、行政・社

協等専門職、地域住民、みんなで創っていくものである。「増進型地域福祉って何で

すか？」と聞かれたら「校区交流会議」と答えるくらい強い想いが込められている。 

タイミング悪く、コロナ禍で会議を進めていくことが厳しかったが、先ほどの報告に

より、各校区で着実に取り組みが進められてきたことがわかった。周知等、まだまだ課

題はあるものの、まずは校区交流会議を軌道に乗せるという第一段階で、次に地域

の中に広がっていくような展開を、この委員会でも共有できれば良いと考えている。 

委員のみなさんからも重点施策１について、意見を求める。 

 

校区担当職員からの声として「担当職員任期中に担当校区は変えないで欲しい」

というものがある。４月に市は人事異動があるが、私が参加している校区でも職員２

名が変わるのか。せっかく良好な関係が築かれた中で変わってしまうと戸惑うため、

考慮してもらいたい。 

 

関係要綱では任期２年としているが、担当職員の居住地や１班２名体制の組み合

わせ等の関係で任期中に担当校区が変わってしまった。ただ、担当職員が２名同時

に変わらないようには配慮している。 

 

もっともな意見。校区担当職員制度の見直しについて検討しているのか、事務局よ

り説明を求める。 

 

校区担当職員からも準備を進めているプログラムは最後までやり遂げたいといっ

た声もあることから、任期を２年から３年への延長を検討したいと考えている。 

 

現在住んでいる校区では、校区交流会議の活動内容を町会の掲示板に掲載して

もらっているが、後期高齢者が多いため、なかなか住民の参加意欲が感じられず、課

題だと思う。町会長が中心となって校区内にある集会所をまわりながら校区交流会

議を開催していく等の工夫が必要ではないか。 

 

貴重な意見だと思う。その地域に合わせたやり方で、より多くの人に行動してもら

えるよう、丁寧に検討することが必要だと思われる。 

 

この重点施策１は平常時、非常時どちらの考え方なのか。今、トルコ等で大きな災

害が発生し、富田林市もいつそうなるかわからない。非常時の増進型地域福祉もや

っておく必要があるのではないか。 
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基本的には平常時を想定している。 

 

非常におもしろい意見だと思う。例えば、災害時の避難所生活等の非常時に、日

本では「我慢してください」しか言わないが、諸外国だと非常時でさえも人権と意識

していこうという考え方が進んでいる。つまり、非常時に我慢を強いる日本のスタイル

はあまりにも貧弱であると思うし、今の非常時のご指摘は考えるべき点である。行政

でも避難行動要支援者の把握等、基本的な部分は施策として押さえているのだが、

富田林はそのうえで、さらに何か工夫ができているのかという指摘だと思う。 

平常時にできていないことが、非常時にもできるはずがなく、校区交流会議におけ

る平常時の取組みが非常時に繋がっていけばという考え。 

ただ、非常時のことを検討する際は、貧相な非常時ではなく、増進型の発想をぜひ

取り入れてもらいたいと思う。 

  

地域福祉推進委員会での評価について、行政・社協・地域住民等の努力を数値

で評価することは良いと思う。ただ、校区全体を考えると、幸せへの行動として、各校

区で出てきたプログラムやアイデア等の情報共有を行い、お互いに参考し合えるよう

な市全体の交流会を開催が必要だと思う。 

 

具体的な応答として、市全体で前にやっていた交流会のようなものができる見通し

について、事務局に意見を求める。 

 

各校区で会議やプログラムが活発になる中で、市全体での交流会の開催を求め

る声があることは認識している。情報共有を目的として、ウェブサイトへの掲載等を行

っているが、今後、全体会となれば、開催形態も含めて検討したいと思う。 

 

コロナ禍が続いてやっと再開できた時に担当職員が来ていなかった。市が校区交

流会議を設けたのにおかしいのではという話になったが、以降は担当職員が参加し

ていろんなことに携わってくれている。 

市と地域が一体にならないとできない会議だと思うので、校区担当職員が任期等

で変わる時はきちんと地域にも報告して欲しい。 

 

非常に重要な指摘だと思う。 行政として任期を決めているが、地域との信頼関係

づくりが大切であり、あらかじめ任期がわかっているのであれば、行政内部だけでな

く、地域に引き継いでいくことが重要である。行政にはぜひ検討してもらいたい。 

 

校区交流会議の平常時・非常時の意見について補足したい。平常時の校区交流

会議を非常時の時のためにいろいろ考えている校区があることを紹介しておきたい。

そのための避難訓練に一工夫を加えて、健康づくりやマップづくりを行い、日頃から

顔の見える関係づくりに取り組んでもらっている。 

 

校区内での防災訓練は１０年以上続いているが、コロナ禍で高齢者の体力の衰え
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を感じているため、最近は健康をテーマとしており、ウォーキングマップの作成に取り

組んでいる。 

校区交流会議の開催場所について、小学校を借りるとエレベーターのない３階で

あったりするので、参加できない人もいる。そいういう場所が校区の中にないので少

し苦労している。 

 

事務局説明の「地域総合拠点（みなよる）」を全校区に広めるのであれば、ぜひバ

リアフリーについても期待したい。 

また、地域の取組みに薬局が協力している例も耳にしているが、校区交流会議で

もいろいろな事業者を巻き込んでいくため、意見にあがったような、他の校区の取り

組みをお互いに学ぶ機会は重要だと思う。 

 

＜重点施策２＞ 「地域とともに創る重層的な相談支援体制」 

 

まずは事務局及び社協より説明を求める。 

 

☞資料 3-1 説明 

重点施策２「地域とともに創る重層的な相談支援体制」について 

 

Ｐ１ 

重点施策２について、「福祉なんでも相談の取り組み状況」並びに「重層的

支援体制整備事業」について報告させていただく。 

 

Ｐ２ 

福祉なんでも相談の取り組み状況については、社会福祉協議会より報告さ

せていただく。 

 

☞資料 3-2 説明 

ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）による相談事業では、高齢や

障がい、子ども、生活困窮等、分野限らず多様な相談を受ける「福祉なんで

も相談窓口」を各圏域に設置し、ＣＳＷが常駐している。さらに、もっと身

近な相談窓口として、各校区での相談窓口の開設をめざしており、その進捗

状況について報告させていただく。 

資料３-２は令和５年１月末時点の「出張型」「定点型」の福祉なんでも相

談の実績及び、出張型・定点型を含めた各校区での相談会開催数とまとめて

いる。 

「出張型」相談会はスーパーや商店街等、地域で開催される催し等と協働

しながら不定期に実施するもの。これに対し「定点型」相談会は地域の集会

所等で定期的に開催するものであり、福祉委員会や自治会と協働している。 

校区別に見ると、久野喜台校区が未開催となっているが、３月には出張型

企画を予定しており、今年度中に全校区で開催される見込み。今後は特に定

点型の相談窓口設置をめざし、地域で身近な相談窓口を拡げていきたい。 
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また、高齢、障がい、子ども、生活困窮分野の各種専門機関とＣＳＷとの

ネットワークの構築を目的として、増進型地域福祉ネットワーク会議（圏

域）を開催し、圏域ごとのニーズや課題に沿った重層的な相談支援をめざし

て多機関協働による相談体制の構築を進めていく。 

 

Ｐ３ 

重層的支援体制整備事業については令和５年度より実施予定だが、現時点

での事業概要を報告させていただく。 

本事業については、第４期地域福祉計画の重点施策２のほか、「重層的支援

体制づくりのための事業（計画Ｐ２０・２１）」及び、基本目標３（２）「重

層的な相談支援体制づくり（計画Ｐ２９）」、（５）「さまざまな課題を抱える

住民への支援（計画Ｐ３３）」に関連項目を記載している。 

また、第４期地域福祉計画は「重層的支援体制整備事業実施計画」を包含

して策定している。 

 

Ｐ４ 

重層的支援体制整備事業は社会福祉法の改正により、令和３年４月に創設

され、「８０５０問題」「ダブルケア」等、特定の分野だけで支援することが

難しい、複合化した支援ニーズに対応できるよう、分野横断的に包括的な支

援体制を整備することを目的としている。 

事業構成は①属性を問わない相談支援②参加支援③地域づくりに向けた支

援④アウトリーチ等を通じた継続的支援⑤多機関協働による支援の５事業を

一体的に実施することが求められている。 

 

Ｐ５ 

これまで、高齢、障がい、子ども、生活困窮の分野ごとに交付されてきた

補助金等は「重層的支援体制整備事業交付金」として一括交付され、市町村

の創意工夫により属性や世代を問わない相談支援や地域づくりに取り組んで

いくこととなる。 

 

Ｐ６ 

重層事業を既存の対象事業、所管課ごとにまとめた表となる。 

「第１号相談支援」「第３号地域づくりに向けた支援」は分野の既存事業を

重層事業に移行する。一方で、「第２号参加支援」「第４号アウトリーチ」「第

５号多機関協働」については新規事業として実施する。 

 

Ｐ７ 

それぞれの事業について概要を説明させていただく。 

「第１号相談支援事業」は各分野の既存の相談支援事業の連携を強化しな

がら実施する。一つの支援機関では対応できないような、複合課題を抱える

ケースは「第５号多機関協働事業」につなぎ、複数の支援機関で役割分担し

ながら支援を行う。 
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Ｐ８ 

「第２号参加支援」は新規事業で、まだ案の段階だが、既存の制度では対

応できないニーズに対して、社会資源とのコーディネートや新たな資源開発

も想定しながら、支援プログラムの検討や地域とのつながりづくりに向けた

支援を行う。 

資料には昨年６月に「だれでも集まれるつながりの場」をコンセプトに地

域住民が主体となって開設された「虹いろサロンこんごう」を掲載してお

り、このような活動拠点を中心に、地域住民や事業者等と協働しながら、支

援ニーズの把握やテーマ別プログラムの企画運営を行う予定。 

また、「虹いろサロンこんごう」だけでなく、地域総合拠点の活用など、幅

広い事業展開を検討していく。 

 

Ｐ９ 

 「第３号地域づくり事業」は各分野の既存事業を重層事業に位置づける。

それに加え、世代や属性を超えて交流できる場づくりを行う。 

 困窮分野の新規事業として、校区交流会議の運営経費について、本事業の

中で新たな財源を確保し、市として予算措置を行うことで効果的な運用がで

きるよう検討を進めていく。 

 

Ｐ１０ 

「第４号アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」は“ひきこもり状態”

や“ヤングケアラー”など、支援が届きにくい人に対し、個別アプローチに

より、丁寧な働きかけを行いながら、相談支援や参加支援につないでいく。 

対象者とのつながり、関係性の構築自体が難しく、本事業の支援員には高

いスキルが求められることから、地域を基盤として活動するＣＳＷのノウハ

ウ、地域とのつながりを活かした新たな制度設計を検討している。 

 

Ｐ１１ 

「第５号多機関協働事業」は相談支援機関等が対応する、特に複合的な課

題を抱えるケースについて、その課題を整理し、必要に応じて支援会議等を

行いながら、支援機関の役割分担や支援の方向性の整理を行う役割となる。 

また、必要に応じて弁護士会や司法書士会、社会福祉士会から専門職を派

遣してもらい、法的観点からの助言等、支援機関や行政職員に対する後方支

援の体制整備を進めていく。 

 

Ｐ１２ 

 ２つの重点施策の柱を両輪として、増進型地域福祉の推進をイメージした

図となる。 

 重層事業を実施することで、高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮分

野の横断的なネットワークを構築し、属性を問わない相談支援体制の整備や

制度の狭間の対応にも連携して取り組んでいくことが、重点施策２「地域と



12 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

委員⑮ 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

委員⑭ 

 

 

委員⑰ 

 

 

 

 

委員⑭ 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

ともに創る重層的な相談支援体制」の推進につながるものと考えている。 

 

重層的支援体制整備事業は全国的な事業ではあるが、市町村がそれぞれの

やり方で進めていくというもの。富田林市は令和５年度から本格的に取り組

むという話であった。 

重点施策２は地域での相談援助活動となるため国の方向性と重なる内容で

はあるが、富田林市なりにどう進めていくかということが問われていると理

解してもらいたい。ご意見・ご質問をどうぞ。 

 

Ｐ１０に「地域住民のつながりや様々な支援機関等のネットワークを活用

して、対象者情報を早期把握」と記載されている。今、町総代をしており、

地域の中のことはある程度把握できている。個人情報の制約があるとは思う

が、町会としては民生委員と共に市に協力する体制はもっているので、市と

しても町会や自治会をもっと利用する考え方を指導してほしい。独居高齢

者、障がい者の方を一番よく知っているのは、そこの地域に住んでいる町会

長だと思うので、もっと利用されることを望む。 

 

力強い意見であり、こういった連携が何かモデルとして実施できればよい

と思う。 

 

Ｐ１２の図について、行政や社協が中心となっているが、本来は地域住民

を中心に、いろんな機関がアプローチしていく図とした方が良かった。 

 

行政計画なので、専門職がどのように連携して地域住民を支えていくのか

という点を主眼としてわかりやすく示した図であり、様々な機関が下から地

域住民を支えるイメージと理解している。地域住民を中心とした場合、圏域

毎の支援ネットワークの構築といった体制を示しにくくなる。 

 

実際、地域住民はいずれの支援機関に対してもアプローチできる体制をと

っておかないと、増進型地域福祉の向上とならないと思う。 

 

このＰ１２の図の作成にあたっては、相当の時間を要している。確かに社

会福祉には、ある対象者を中心として周囲から支援しようという、「パーソ

ン・センタード・ケア」という考え方があり、本来の福祉の支援であると考

えているが、行政計画であるがゆえに、表現として行政・社協を中心に書い

ているという点を理解していただきたい。 

今後、どういう図を描いていくのかは、新しいメンバー含め考えていただ

ければと思う。 

 

いろんな意見があるが、一つ言えることとして、地域福祉にとって住民は

お客さんではないということ。お客ではないが、中心になる人ではあるとい

うあたりの書き方は他の福祉とは違い、難しいところである。 



13 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

委員⑭ 

 

 

委員⑰ 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員⑱ 

 

 

 

 

 

ただ、この図がどんどん複雑になってくるので、一度、みんなが元気にな

るようなシンプルな図を描いてほしいという思いはある。 

 

この図を作った平成３０年頃には、まだ重層事業の形も出ていないような

時期であり、国は地域共生社会の検討行っている時であった。そのような中

で作った図であり、今回、ここに重層事業の形が加わったことで、これが有

機的に連携し、富田林版の共生社会や増進型地域福祉の図ができてきたので

はないかと感じている。 

 

この図を市民に見せた時にどう考えるかが問題だと思う。地域住民が中心

に書かれていると、市民へのアピールという面においても良かったと思う。 

 

校区交流会議にしても義務で参加するものではなく、「こんなことを話あっ

てみたい」「地域の理想を語ってみる」、そういう人を支えていくのが校区交

流会議だと思っている。その中で困っている人、課題がある人たちが、支援

する・される関係を超えて地域住民として一緒によい地域を創っていくもの

だと思う。時に意見がぶつかることもあると思うが、その意見が正しいと

か、正しくないということではなく、今後の発展のためにも、その食い違い

も大切にしていきたい。 

 

いろいろ意見を出していこうという主旨だと理解している。 

私からは、１点、アウトリーチを通じた継続的支援について発言させてい

ただく。アウトリーチについては、国事業ではないが、大阪独自として、富

田林市でも実施しているコミュニティソーシャルワーカー事業がある。 

コミュニティソーシャルワーカーは地域で働くソーシャルワーカーであ

り、基本的性格としてはアウトリーチである。そのうえで、重層事業として

のアウトリーチをどういう形で実施していくかとなるため、これまでのコミ

ュニティソーシャルワーカーの取り組みと重層事業でのアウトリーチを今一

度整理しておく必要がある。端的に言えば、専門職として、コミュニティソ

ーシャルワーカーとは何かといった部分の学習会等、この機会にきちんと取

組みしておく必要がある。これは、行政と社協が中心軸となることから、中

身をしっかり作って増進型地域福祉につなげていくかという点をきっちりと

押さえて中身のあるものとしていくことが重要である。 

この点に関しては、社協には組織内で調整し、コミュニティソーシャルワ

ーカーの事業を一歩進んだものとしていくことを検討してもらいたい。 

 

参加支援事業において「虹いろサロンこんごう」があるが、これに携わっ

ている。社協や市にも応援してもらいながら、現在ほぼボランティアで運営

できている。ボランティア自身の居場所ともなっているし、サロンに来る人

の中には「仕事に就きたいけれど、つけない」ような方もいるが、そのよう

な場合には、金剛連絡所２階のＣＳＷや包括の職員、行政の職員にも相談が

できている。地域には民生委員が不在地区の方もいて、そういう市民の方の
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事務局 

 

相談にのることもできている。社協と市には非常に感謝しており、この場で

紹介しておきたい。 

 

 すばらしいご意見だと思う。地域福祉はお金の報酬ではなく、今のご意見

のような「これ良かったですよ」といった意見をお互いに出し合って、褒め

合って伸びていくもの。今のような評価をぜひしてもらいたいし、この先も

このような活動が続いてくことを望んでいる。 

 ＣＳＷ事業についても同様に市民に評価される事業となっていくことを期

待したい。 

 本日全体のまとめとして、重点施策１、重点施策２は地域福祉計画の両目

玉であり、本気で取り組んでいきたいと思っている。そして、本気で取り組

んでいけるかどうかは、本委員会で検討していくことが非常に重要であるの

で今後も忌憚のないご意見を頂戴したい。 

 

以上で、すべての議題が終了したため、議事進行を事務局にお返しする。 

 

３.その他 

●部長挨拶 

   植田子育て福祉部長より挨拶 

 

●次期推進委員の委嘱及び次回推進委員会について 

令和５年２月１５日をもって、今期の推進委員の任期は終了となる。今後、各団体

への推薦依頼や公募等により、改めて委員の委嘱を行う予定。 

次回の推進委員会は令和５年度第１回となるが、委嘱後の新委員様と調整のう

え、日程を決めさせていただく。 

第４期計画の策定から携わっていただいた委員の皆様には、改めて感謝を申し上

げるとともに、引き続き、本計画に基づいた取り組みへの支援に、ご理解とご協力を

お願いさせていただきたい。 

 

以 上 
 


